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※人口・高齢化率の数値は令和２年４月１日現在 

 

 
 
 平成 29 年 10 月 設置（東京都内で５番目） 

 事務局：経済産業部消費生活課 

 構成員 

区役所内関係部署 
保健福祉課 生活支援課 健康づくり課（いずれも各総合支所《５か所》） 

高齢福祉課 介護予防・地域支援課 消費生活課（消費生活センター） 

区に関連する機関 
社会福祉協議会 地域包括支援センター（27 か所） 

民生・児童委員 消費生活区民講師 

事業者等 

新聞販売店 東京都住宅供給公社等住宅事業者 東京都水道局  

東京ガス 生活協同組合 農業協同組合 土地家屋調査士会 金融機関 宅

配事業者 生命保険会社 損害保険会社 コンビニ 等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口 921,556 人 
面積 58.05 ㎢ 

高齢化率（65 歳以上） 20.04％ 

地域包括支援センター数 28 
 

消費生活相談件数 

文書  ８ 

電話 6,569 

来訪 525 

Ⅰ．自治体概要 

東京都世田谷区の取組 
～高齢者等の見守りに係る関係者の機運を高めて協議会設置へ～ 

１．自治体基礎情報 （令和元年度） 
 

３．協議会設立の背景 

▶   認知症が疑われる⾼齢者等の情報は、本⼈同意を得て消費⽣活センターと地域包括⽀援センタ
ーで相互に情報提供していたが、制度として確⽴しておらず、対応にばらつきがあった。 

                 

▶  60 歳代以上の区⺠からの相談が 30%を占める中、消費⽣活センターと地域包括⽀援センター
で、地域の⾒守り体制の充実が必要との認識を共有していた。 

                        

▶  消費者安全法の改正により、各地⽅公共団体には消費者安全確保地域協議会（以下「協議
会」という。）の設置が可能となったことを受け、消費⽣活部⾨と福祉部⾨の連携強化への取組に着
⼿。協議会設⽴に向けて動き出すことになった。 

２．世田谷区消費者安全確保地域協議会 

世田谷区 
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Step 時期 概要 

１． 

情報収集 

平成 27年 

6月 ～ 11 月 

消費生活課職員が地域包括支援センター（以下「包括」という。）を

個別に訪問し、現状の問題点についてヒアリング 

▶ ⽇常的に消費⽣活センターに相談をつないでいる包括がある⼀⽅で、つないでいいかどう
かの判断がつかず、⾃ら抱え込んでいる包括もあることが明らかになった。 ☝ポイント１ 

 

２． 

検  討 

 

 

 

 

平成 28年 

１月 

 

 

消費生活課から高齢福祉課に協議を申し入れて協議会設立に向けた

調整を開始。既に高齢福祉課に存在している会議体（ＮＷ）から提携

する会議体を検討 

▶ ⾼齢福祉課に既に存在する３つの会議体のいずれかに協議会を兼ねることの検討を開
始。 

▶ ⾼齢福祉課所管の「世⽥⾕区⾼齢者⾒守り協定連絡協議会」を協働相⼿として決
定。☝ポイント２ 

３． 

合  意 

平成 28年 

６月 

「世田谷区高齢者見守り協定連絡協議会」が協議会を兼ねることで

両課が合意。協議会設置要領の整備 

▶ 消費⽣活課で「世⽥⾕区消費者安全確保地域協議会設置要領」を制定。 
☝ポイント３ 

▶ 平成 29 年度からの関連費⽤予算に向け、財政分野と協議を開始。平成 29 年度の
協議会運営のための予算として、「東京都消費者⾏政推進交付⾦」の措置が決定。   

☝ポイント４ 

４． 

設  置 

平成 29 年 

10 月 

世田谷区消費者安全確保地域協議会発足 

▶ 協議会発⾜に向け、関係者向けの研修開催、⾒守りマニュアルの配布、啓発物品の作
成。 

▶ 第 1 回消費者安全確保地域協議会の開催。 
 

☝ポイント１ ヒアリングで寄せられた主な意見  

  

 

  
 
☝ポイント２ 高齢福祉課に存在した３つの会議体   

         
 

 

 

 

 

 

 どこまでが消費⽣活センターで扱う業務か分からない。 
 消費⽣活センターに相談してもいい事例かどうか迷ってしまい、

電話することをちゅうちょする。 

１．設立までのステップ 

１． 区役所内福祉領域、区⺠⽣活領域など、関連する各課を横断的にメンバーとして⾒守りに関する情報交換
を⾏う会議体 

２． ⾼齢者虐待防⽌を⽬的とする会議体 
３． ⺠間事業者と⾒守り協定を締結し、⽇々の被害の中で⾼齢者を⾒守る会議体 ⇒ 地域協議会へ 

（世⽥⾕区⾼齢者⾒守り協定連絡協議会） 
 

Ⅱ．協議会設立までのプロセス 

※ 世⽥⾕区⾼齢者⾒守り協定連絡協議会の出席者は事業者の
⽀店⻑や⽀店管理職のポストにある⽅々だったため、現場感覚があ
り⼩回りが利くという利点があり、協議会に適していた。 
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☝ポイント３  協議会設置要領の整備       

 
 
 
 
 
 
 
☝ポイント４  「東京都消費者行政推進交付金」   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 立ち上げまでの会議回数 

 

 

 

 立ち上げまでの職員体制 

⾼齢福祉課⻑、消費⽣活課⻑、⾼齢福祉課事業担当係⻑、消費⽣活課消費⽣活担当係⻑   計４名 
 

 

 

 

 予算総額 2,019,000 円 

 
研修会講師謝礼   啓発冊⼦購⼊  啓発物品（2 種類）購⼊   クリアファイル作成 

    ⾒守りマニュアル購⼊   事務⽤消耗品                                  資料１ 
 
 
  

２．協議会立ち上げまでの会議回数と職員体制 

 世⽥⾕区⾼齢者⾒守り協定連絡協議会設置要領に構成員は協議会の構成員も兼ねる旨、追記するこ
とも検討したが、設置要領を新規に作成し、事務局は消費⽣活課に置くことを明記。 

 「協議会の構成員」は「⾒守り協定構成員」を横引きする旨要領に定めたため、「⾒守り協定構成員」に変
更があっても、協議会の構成員は⾃動的に変更される。 

 東京都消費者⾏政推進交付⾦の補助率 
100％ 

強化交付金の積極的な活用を！ 
 ⾃治体に独⾃の交付⾦がない場合は消費者庁の「地⽅消費者⾏政強化交付⾦」の積極的

な活⽤を︕地域協議会設⽴及び運営のための費⽤として御活⽤いただけます。 
 活⽤メニューなど詳細は以下参照 

地⽅消費者⾏政強化交付⾦ 

 「世⽥⾕区⾼齢者⾒守り協定連絡協議会」が地域協議会を兼ねることで両課が合意するところまでは両課
⻑が会議に参加。会議回数は全３回。 

３．協議会関係予算（平成 30 年度予算） 
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時期 取組と課題 

 

平成 30 年度 

 

協議会構成員の拡大 

▶ 協議会設⽴２年⽬には、⺠⽣・児童委員、消費⽣活課登録の区⺠ボランティアに構成員とし
て協議会への参加を呼び掛ける。☝ポイント７  

令和元年度 
第２回消費者安全確保地域協議会全体会の開催 

▶ ⾼齢福祉課主催の「⾒守り連絡協議会」と同時開催。ワークショップの開催。 ☝ポイント８  

 
 

 

☝ポイント７  協議会構成員の拡大  
 
 
 
 
☝ポイント８ 第２回消費者安全確保地域協議会全体会の開催  
 
 
 
 
 
 

Ⅲ． 個人情報の取扱い 

地域協議会 
（見守りネットワーク） 

 

 

消費生活センター 

つなぐ 

㌽⾒守りリストの作成は⾏わず、「本⼈同意」の得られた

事案のみ、消費⽣活センターにつなぐ。 

個⼈情報については、当ネットワークが区役所外の様々な
業種を含む組織であることから、「同意の得られない個⼈情
報」までを⼀律に扱うことは、現状では困難であり妥当では
ないと判断したため、「本⼈同意の得られた個⼈情報」のみ
取り扱う。 

Ⅳ．設立翌年度以降の取組 

 ⾼齢福祉課の協定事業者に加え、協議会単独での構成員拡⼤を組織⽬標に︕ 
 消費⽣活課職員が⺠⽣児童委員、区⺠ボランティアの会合に出向き、協⼒を依頼。 

１．協議会設立後の取組 

 「発⾒された消費者被害に対しどのような対応をしたか（必要か）」をテーマに、⾦融機関や宅配、⼩売業
者など関連業種ごとにグループ分けして、ワークショップを実施。 資料２・資料３ 

 現場の状況をよく知る出席者が多く、事例における対応⽅法について、活発な意⾒交換が⾏われた。 

 

 
配慮を要する⾼齢者等 

構成員 
構成員 

構成員 

構成員 構成員 

構成員 

構成員 



5 
 

 
 
 
 令和元年（平成 31 年）度 

    1,932,000 円 
   
 令和２年度 

    1,859,000 円 
 
 
 

担当者から 
 
 
 
 
 
 
 

■  上記ワークショップの開催後、事業者と消費⽣活センターで連名の啓発物品を作成したいとの意⾒も寄せ
られるなど、事業者の消費者被害に対する意識の深まりを実感した。 

■  今後も協議会の構成員である事業者への情報提供をはじめ、地域での啓発活動への協⼒、消費⽣活セ
ンターへの通報などについて、負担感がなく活動できる⼿法を検討しつつ、⾏政側、事業者側双⽅の担当者
が変わっても、協議会の運営を継続していくための仕組み作りを検討していく必要があると考えている。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２．協議会設立後の関係予算 


